
長岡京市小規模保育施設運営補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、法人が運営する小規模保育施設に対し、保育内容の充実、職員

の処遇及び資質の向上を図るため、予算の範囲内で補助することについて、長岡京

市補助金等交付規則（昭和５７年長岡京市規則第８号。以下「規則」という。）に

定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

２ 社会福祉法人に対する補助については、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）

第５８条及び長岡京市社会福祉法人の助成に関する条例（昭和５３年長岡京市条例

第１２号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（補助対象者） 

第２条 補助の交付対象となる者は、市内で小規模保育事業を経営設置し、当該保育

施設において児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条第１項に規定する

児童を保育している法人とする。 

（補助金の内容） 

第３条 補助金は、次の各号の区分に応じ、当該各号に定めるところにより交付す

る。 

⑴ 長時間保育補助 児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備等の基準に関する条

例施行規則（平成２４年京都府規則第５１号）の基準を超えて児童を預かり保育

するために要した経費に対し交付する。 

⑵ 嘱託医手当補助 委嘱した嘱託医に対して手当を支給した場合に交付する。 

⑶ 発達支援保育士補助 発達支援保育対象児童を保育するため保育士の雇用に要し

た経費のうち、地域型保育給付費を超える部分に対し交付する。 

⑷ 事業費補助 児童の処遇の充実に要した経費に対し交付する。 

⑸ 修繕等補助 施設整備に要した経費に対し交付する。 

⑹ 利子補給補助 民間社会福祉施設整備資金借入金利子補給金等交付要綱（昭和５３

年京都府告示第１９７号）に基づき、施設整備に要する資金を借り入れた場合の当該

借入金に係る利子を支払いした経費に対し交付する。 

⑺ 保育士宿舎借り上げ支援事業補助 保育士の宿舎を借り上げるために要した経

費に対し交付する。 

⑻ 延長保育事業補助は、保育認定を受けた児童について、通常の利用日及び利用

時間以外の日及び時間において、保育所等で引き続き保育することに要した経費

に対して交付する。 

⑼ ＩＣＴ化推進事業補助は、保育所等における業務のＩＣＴ化を推進することによ

り、保育の業務負担の軽減を図り、保育士が働きやすい環境を整備することに要した

経費に対して交付する。 

⑽ その他市長が必要と認める経費 その他市長が必要と認めた場合に交付する。 



 （補助基準） 

第４条 前条の補助金の額は、別に定める。 

（申請の手続） 

第５条 第３条に規定する補助を受けようとする法人は、次に掲げる関係書類を添え

て、小規模保育施設運営補助金交付申請書（別記様式第１号）を市長が定める日ま

でに市長に提出しなければならない。 

⑴ 理由書 

⑵ 事業計画書（別記様式第２号） 

⑶ 小規模保育施設運営補助金算出表 

⑷ 財産目録及び貸借対照表 

⑸ 歳入歳出予算書 

⑹ 保育施設職員状況調査表 

⑺ 年間行事計画表 

⑻ その他市長が必要と認める書類 

（決定） 

第６条 市長は、前条の申請書を受け付けたときは、申請に係る書類によりその適否

を審査し、適当と認めたときは、申請者に小規模保育施設運営補助金交付決定通知

書（別記様式第３号）を交付するものとする。 

２ 市長は、補助金の交付決定をする場合において、補助金の交付の目的を達するた

め、必要な条件を付すことができる。 

（補助事業の遂行） 

第７条 補助金の交付決定を受けた法人（以下「補助事業者」という。）は、補助金

を交付の目的以外に使用してはならない。 

２ 市長は、必要があると認めたときは、補助事業者に報告を求め、又は職員を施設

に立ち入らせ、調査することができる。 

（補助金の変更決定） 

第８条 市長は、必要に応じて行う実地調査等により、第６条の交付決定に変更すべ

き内容があると認めたときは、交付すべき補助金等の額を変更し、小規模保育施設

運営補助金変更決定通知書（別記様式第４号）により、補助事業者に通知するもの

とする。 

（事業実績報告） 

第９条 補助事業者は、次に掲げる関係書類を添えて、小規模保育施設運営補助金事

業実績報告書（別記様式第５号）を会計年度末までに市長に提出しなければならな

い。 

⑴ 事業報告書（別記様式第２号） 

⑵ 精算書 



⑶ 収支決算書 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

（補助金の確定） 

第１０条 市長は、前条の事業実績報告書を受け付けたときは、報告に係る書類を審

査し、その事業の成果が補助金の交付決定の内容に適合すると認めたときは、交付

すべき補助金の額を確定し、小規模保育施設運営補助金確定通知書（別記様式第６

号）により補助事業者に通知するものとする。 

（請求及び交付） 

第１１条 前条の規定による確定通知を受けた補助事業者は、小規模保育施設運営補

助金交付請求書（別記様式第７号）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により請求を受けた場合には、当該補助事業者に対し、補助

金を交付するものとする。 

（交付の特例） 

第１２条 市長は、補助事業者のうち、特に必要があると認めた者に対しては、前条

の規定にかかわらず、その事業の施行前又は施行中に補助金を概算交付することが

できる。 

２ 前項の規定による概算交付を受けようとする補助事業者は、第６条又は第８条の

決定通知書の写しを添付して、小規模保育施設運営補助金概算交付請求書（別記様

式第８号その１又は別記様式第８号その２）を市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付取消し等） 

第１３条 補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、市長は、補助金の交

付決定又は確定を取り消し、又は変更することができる。 

⑴ この要綱に違反したとき。 

⑵ 補助金を目的外に使用したとき、不正に使用したと認められるとき、又は使用

しなかったとき。 

⑶ 補助金の交付に付した条件に違反したとき。 

⑷ 補助金の経理状況が不適正と認められるとき。 

⑸ 事業の実施方法が、補助金の交付の趣旨に沿わないと認められるとき。 

（補助金の返還） 

第１４条 第１１条又は第１２条の規定により補助金の交付を受けた場合において、

補助金交付済額が第１０条の規定による確定額を超えたとき又は前条の規定により

補助金の交付の取消し等があった場合は、市長は、当該補助事業者に対して、納期

限を定めてその差額を返還させることができる。 



（延滞金） 

第１５条 市長は、前条の場合において、補助金の返還が納期限までに納付されなか

ったときは、当該補助事業者に対し、規則第１５条の規定を適用するものとする。 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和２年９月１日から施行する。 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 


